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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第13期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第14期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第13期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 261,924 228,9551,247,470

経常損失（千円） 112,861 135,410 304,871

四半期（当期）純損失（千円） 93,760 119,028 242,786

純資産額（千円） 1,864,9131,913,1132,031,756

総資産額（千円） 2,130,6302,138,8152,334,397

１株当たり純資産額（円） 12,798.3512,536.6213,314.09

１株当たり四半期（当期）純損失金額（円） 650.29 779.99 1,621.73

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） 87.3 89.4 87.0

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
58,857 △34,277△197,627

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△609 △307 △363,675

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
88,970 △1,314 404,183

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 1,528,9011,173,1891,218,179

従業員数（人） 89 85 86

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり

四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動はありません

　

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 85 (26)

　（注）従業員数は就業人員を表示しております。また（　）内は外書きで当第１四半期連結会計期間の平均臨時雇用者数

（アルバイト）を示しており、派遣社員は除いております。

(2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 77 (17)

　（注）従業員数は就業人員を表示しております。また（　）内は外書きで当第１四半期会計期間の平均臨時雇用者数（ア

ルバイト）を示しており、派遣社員は除いております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

 
 前年同四半期比

 
金額（千円）  （％）

音声事業 90,804 －

合計 90,804 －

 （注） １．生産実績は当期総製造費用で表示しております。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３．当第１四半期連結会計期間より音声事業のプロダクト部門、ソリューション部門を営業本部として統一して

おります。 

(2）受注実績

　当第１四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円）
 前年同四半期比

（％）
受注残高（千円）

 前年同四半期比
（％）

音声事業 368,276 － 241,038 －

合計 368,276 － 241,038 －

 （注）１．上記の金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。

       ２．当第１四半期連結会計期間より音声事業のプロダクト部門、ソリューション部門を営業本部として統一して

　　　　　 おります。
 
 
(3）販売実績

　当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

 
前年同四半期比

 
金額（千円） （％）

音声事業 228,955 －

合計 228,955 －

　（注）１．前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

東邦薬品㈱ 7,132 2.7 24,291 10.6

日本電子計算機㈱ 78,017 29.8 5,992 2.6

富士通㈱ 35,349 13.5 5,346 2.3

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．当第１四半期連結会計期間より音声事業のプロダクト部門、ソリューション部門を営業本部として統一して

　　

　　おります。 
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２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な技術受入契約等の締結はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１） 業績の状況

当社グループは、第12期を初年度とする中期経営計画の各施策に取り組んでおりますが、当連結会計年度は「JUI

(Joyful－楽しい、Useful－便利, Indispensable－無くてはならない)ビジネスモデルによる売上・収益モデルの確立」

に向けて事業を推進しております。当第１四半期連結会計期間は、事業推進をさらに強化するため執行役員制度の導入お

よび組織体制の見直しを行い、体制の基盤強化に注力をいたしました。

そのような中、売上に関しましては、医療分野において東邦薬品株式会社と調剤薬局向け音声認識薬歴作成支援システ

ムに新機能を追加した新製品「ENIFvoice SP」を共同で開発し、東邦薬品株式会社にて販売を開始いたしました。一方、前

年同四半期で大型案件を獲得した議事録分野においては、自治体向けに新たに２件（愛知県豊川市議会・富山県黒部市議

会）の案件を獲得いたしましたが、案件が小型化したことにより売上高が大きく減少いたしました。

全体での売上高も前年同四半期を上回るまでには至りませんでした。

　損益に関しましては、第12期より取り組んでおります各施策により、粗利益率および販売管理費については計画以上の水

準を達成しましたが、売上高の減少を吸収するまでには至りませんでした。

これらの結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は228百万円（前年同四半期は売上高261百万円）、営業損失は159百

万円（前年同四半期は営業損失124百万円）、経常損失135百万円（前年同四半期は経常損失112百万円）、四半期純損失は

119百万円（前年同四半期は四半期純損失93百万円）となりました。

　

　音声事業のうち各分野別の状況は、以下のとおりであります。

①金融・製造分野

金融・製造分野においては、前期より販売を開始したコールセンタ向け新製品「AmiVoice® Communication　Suite」を

当連結会計年度の戦略商品と位置付け、受注に向けての営業活動を推進いたしました。

　

②モバイル・教育・エンターテイメント分野

　モバイル分野においては、iPhone向けアプリ「音声認識メールST」（スタンドアロン版）をバージョンアップさせた

iPad/iPhone 4対応バージョンの配信を開始し、ユーザインターフェイスを一新し使い勝手を向上させました。また、教育

分野においては、株式会社ベネッセコーポレーションの提供する次世代型通信講座「進研ゼミ＋i」へのライセンス収入

が堅調に推移しております。

　

③医療分野

　医療分野においては、販売体制の強化に着手し、そのような中、東邦薬品株式会社と調剤薬局向け音声認識薬歴作成支援

システムに新機能を追加した新製品「ENIFvoice SP」を共同で開発し、東邦薬品株式会社にて販売を開始いたしました。

　

④議事録分野

　議事録分野においては、当第１四半期連結会計期間で、新たに２件（愛知県豊川市議会・富山県黒部市議会）の案件を獲

得し、納入実績の累計を62件に伸ばしました。

　

（２）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前連結会計年度末に比べ

44百万円減少し、1,173百万円となりました。 

　当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。　

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により使用した資金は34百万円（前年同四半期は58百万円の獲得）となりました。これは主に税金等調整前四

半期純損失116百万円を計上しましたが、売上債権の減少170百万円、仕入債務の減少87百万円を計上した事等によるもの

であります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により使用した資金はその他の投資による支出等の軽微な額（前年同四半期も同様）となりました。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果により使用した資金は1百万円（前年同四半期は88百万円の獲得）となりました。これはリース債務の返

済による支出1百万円によるものであります。

　

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
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（４）研究開発活動

当第１四半期連結会計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は、45百万円であります。なお、当第1四半

期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

（５） 資本の財源及び資金の流動性について

　当社グループの当第１四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は前連結会計年度末に比べ44百万円減少し、

1,173百万円となりました。これは主に営業活動による使用34百万円によるものであります。

　運転資金需要の主なものは人件費、製造及び研究開発に係る費用等の営業費用でありますが、第12期から取り組んでいる

受注案件の峻別・徹底した工程の進捗管理により製造開発コストの負担が軽減し、キャッシュ・フローを大幅に改善させ

てまいりました。引き続き上記に加え販売費及び一般管理費を抑制するとともに営業活動によるキャッシュ・フローを生

み出すよう努めております。

　また、当社グループは前述の現金及び現金同等物の他に流動性が高く、かつ低リスクの有価証券350百万円を有しており、

当面の事業活動を推進する上で必要な資金は既に確保しております。　

　　

（６） 経営者の問題意識と今後の方針について　

　当社グループの強みは、音声認識分野における卓越した技術力と、自らが主体となり市場の潜在ニーズを顕在化する市場

創造力とを兼ね備えていることにあります。この２点の強みを両輪として、機械が言葉を能動的に認識し、人のJUI(Joyful

－楽しい、Useful－便利、Indispensable－なくてはならない)に貢献するという、未来社会の象徴でもある事象の事業化を

目指してまいります。音声認識事業も「種まき」のフェーズから「収穫」のフェーズに移ろうとしています。

　事業化のフェーズを飛躍的に進展させるためには、当社単体だけでのビジネス展開には限界があり、JUIアプリケーショ

ンやJUIサービスの企画・開発や販売・普及に関して他企業との密な連携に基づいたビジネス構造の構築が不可欠である

とともに当社においてもそれを担える人材の育成・組織の構築が重要と考えております。

　当社グループは、人と機械との自然なコミュニケーションを担う中核技術をベースとした研究開発に注力しながら、その

技術を実用化・普及させる企業群との連携を国内外に多数創造し、市場開拓を実行してまいります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 358,000

計 358,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在
発行数　（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

　普通株式 152,602 152,602
東京証券取引所

（マザーズ）

当社は単元株制度

は採用しておりま

せん。

計 152,602 152,602 － －

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成22年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権等の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

①　旧商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21に基づく新株予約権の状況

（平成16年６月29日定時株主総会決議）

 
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 755

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）（注）１，２ 755

新株予約権の行使時の払込金額（円） 100,000

新株予約権の行使期間
自  平成18年７月１日

至  平成26年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）（注）３

発行価格   　 100,000

資本組入額  　 50,000

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権

利を喪失した者の新株予約権の数を減じております。

２．付与株式数は、当社が株式分割又は併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整します。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点において行使されていない新株予約権の目的となる株式の数

について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数についてはこれを切り捨てるものとします。

（調整後株式数）＝
（調整前株式数）×（１株当たり調整前払込金額）

（１株当たり調整後払込金額）

また当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い、本新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割

若しくは吸収合併を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。

３．株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により払込金額を調整し、調整による

１円未満の端数は切り上げます。（次の算式において「既発行株式数」には、当社が自己株式として保有す

る当社普通株式の数は含まないものとし、当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行し又は自己株式を処

分する場合には、「新規発行株式数」には当該発行又は処分される株式数を含むものとします。）

    
（既発行株式数）＋

（新規発行株式数）×（１株当たり払込金額）

（調整後払込金額） ＝（調整前払込金額）×
（分割・新規発行）

（既発行株式数）＋（分割・新規発行による増加株式数）

なお、上記算式における分割・新規発行前の株価は以下のように定義します。

株式公開前については、マーケットが存在しないため、当初払込金額を分割・新規発行前の株価とみなしま

す。株式公開時につきましては、公募又は売出価格を分割・新規発行前の株価とみなします。株式公開後につ

いては、調整後の払込金額を適用する日が45取引日を経過するまでは、株式公開日より当該適用日の前日ま

での、当社が株式を公開している市場が公表する、当社の普通株式の午後３時（半休日は午前11時）におけ

る直近の普通取引の売買価格（以下「最終価格」という。）平均を分割・新規発行前の株価とみなします。

株式公開後で45取引日を経過した後は、調整後の払込金額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30取引

日の最終価格平均を分割・新規発行前の株価とみなします。

４．新株予約権行使の条件

(1）対象者として新株予約権を付与された者は、新株予約権行使時においても当社の取締役又は従業員である

ことを要します。ただし、新株予約権を付与された者が定年を超えた後に引き続き当社の取締役、監査役及

び顧問となる場合には、新株予約権を行使することができます。

(2）新株予約権を付与された者が、在任又は在職中に死亡した場合には、相続人がこれを行使することができ

ます。

(3）新株予約権に関するその他の細目については、本株主総会に基づく今後の取締役会決議によります。

５．新株予約権の譲渡、質入れその他の処分を行うことはできません。 
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。　

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年４月１日～　

平成22年６月30日　
－ 152,602 － 4,585,097 － 3,051,797

　

 

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】　

 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）  普通株式　152,602 152,602

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 152,602 － －

総株主の議決権 － 152,602 －

　 

②【自己株式等】 

 平成22年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－  － － － － －

計 － － － － －

　 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月

最高（円） 80,50068,00058,800

最低（円） 61,00039,00044,450

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、海南監査法人

による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,173,189 1,218,179

受取手形及び売掛金 181,365 351,799

有価証券 150,000 150,000

商品及び製品 9,870 3,918

仕掛品 28,524 43,071

原材料及び貯蔵品 225 225

その他 17,525 26,775

貸倒引当金 △12,641 △33,671

流動資産合計 1,548,058 1,760,298

固定資産

有形固定資産

建物 67,699 63,244

減価償却累計額 △22,686 △20,716

建物（純額） 45,012 42,528

その他 82,860 83,059

減価償却累計額 △61,711 △59,449

その他（純額） 21,148 23,609

有形固定資産合計 66,161 66,138

無形固定資産

ソフトウエア 83,403 94,538

リース資産 3,780 4,320

無形固定資産合計 87,183 98,858

投資その他の資産

投資有価証券 360,681 332,718

敷金及び保証金 74,317 74,345

破産更生債権等 195,150 195,150

その他 2,633 2,258

貸倒引当金 △195,370 △195,370

投資その他の資産合計 437,412 409,102

固定資産合計 590,757 574,098

資産合計 2,138,815 2,334,397
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 32,384 119,559

未払金 41,745 32,366

リース債務 5,442 5,557

未払法人税等 4,959 12,254

前受金 76,847 67,251

その他 52,680 59,058

流動負債合計 214,059 296,048

固定負債

リース債務 4,958 6,592

資産除去債務 6,684 －

固定負債合計 11,642 6,592

負債合計 225,702 302,640

純資産の部

株主資本

資本金 4,585,097 4,585,097

資本剰余金 3,577,231 3,577,231

利益剰余金 △6,191,601 △6,072,573

株主資本合計 1,970,727 2,089,755

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △134 △212

為替換算調整勘定 △57,479 △57,786

評価・換算差額等合計 △57,613 △57,998

純資産合計 1,913,113 2,031,756

負債純資産合計 2,138,815 2,334,397
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 261,924 228,955

売上原価 93,140 111,149

売上総利益 168,784 117,806

販売費及び一般管理費 ※１
 293,347

※１
 277,070

営業損失（△） △124,563 △159,264

営業外収益

受取利息 919 3,777

持分法による投資利益 13,670 27,298

雑収入 143 175

営業外収益合計 14,733 31,251

営業外費用

支払利息 60 169

為替差損 2,971 7,228

営業外費用合計 3,032 7,398

経常損失（△） △112,861 △135,410

特別利益

貸倒引当金戻入額 20,235 21,029

特別利益合計 20,235 21,029

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 2,199

特別損失合計 － 2,199

税金等調整前四半期純損失（△） △92,626 △116,580

法人税、住民税及び事業税 1,133 2,447

法人税等合計 1,133 2,447

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △119,028

四半期純損失（△） △93,760 △119,028
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △92,626 △116,580

減価償却費 26,106 19,995

貸倒引当金の増減額（△は減少） △20,235 △21,029

受取利息及び受取配当金 △919 △3,777

支払利息 60 169

持分法による投資損益（△は益） △13,670 △27,298

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 2,199

為替差損益（△は益） 3,385 6,870

売上債権の増減額（△は増加） 183,939 170,434

たな卸資産の増減額（△は増加） △18,358 8,595

前払費用の増減額（△は増加） 4,118 2,436

仕入債務の増減額（△は減少） △26,233 △87,175

未払金の増減額（△は減少） △1,758 7,017

未払費用の増減額（△は減少） △1,707 4,341

その他 19,880 △2,496

小計 61,982 △36,298

利息及び配当金の受取額 919 7,487

利息の支払額 △60 △169

法人税等の支払額 △3,983 △5,297

営業活動によるキャッシュ・フロー 58,857 △34,277

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △35 －

無形固定資産の取得による支出 △200 －

敷金及び保証金の回収による収入 － 67

その他 △374 △374

投資活動によるキャッシュ・フロー △609 △307

財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 89,728 －

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △758 △1,314

財務活動によるキャッシュ・フロー 88,970 △1,314

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,566 △9,090

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 144,651 △44,989

現金及び現金同等物の期首残高 1,384,249 1,218,179

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,528,901

※1
 1,173,189
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【継続企業の前提に関する事項】

 当第１四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

 　該当事項はありません。　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

会計処理基準に関する事項の変更 （１）「資産除去債務に関する会計基準」の適用

　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用

しております。

　これにより、営業損失及び経常損失は216千円増加し、税金等調整前四半

期純損失は2,415千円増加しております。また、当会計基準等の適用開始に

よる資産除去債務の変動額は6,684千円であります。

 （２）「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に

関する当面の取扱い」の適用

　当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計

基準第16号　平成20年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処

理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成20年３月10日）を適

用しています。

　これによる当第１四半期連結会計期間の損益への影響はありません。

　

　

【表示方法の変更】

　

　

　

当第１四半期連結会計期間

（自　平成22年４月１日

　　至　平成22年６月30日）　

四半期連結損益計算書関係

　

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26

日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を

改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当

第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で

表示しております。　

　

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

棚卸資産の評価方法 　棚卸資産の簿価切り下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについて

のみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

　なお、営業循環過程から外れた滞留又は処分見込み等の棚卸資産で前連結会

計年度末において帳簿価額を処分見込価額まで切り下げているものについて

は、前連結会計年度以降に著しい変化がないと認められるものに限り、前連結

会計年度末における連結貸借対照表価額で計上しております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 当第１四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　 該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

 　従業員給与手当 107,126千円

　 研究開発費 45,591千円

 　支払手数料 26,721千円

　

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

 　従業員給与手当 95,666千円

　 研究開発費 45,877千円

 　支払手数料 30,137千円

　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 　（平成21年６月30日現在）

現金及び預金勘定 1,478,493千円

有価証券勘定 50,407千円

現金及び現金同等物 1,528,901千円

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 　（平成22年６月30日現在）

現金及び預金勘定 1,173,189千円

現金及び現金同等物 1,173,189千円

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　152,602株　

 

２．自己株式の種類及び株式数

　該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　当社グループは音声認識技術AmiVoice®（アミボイス）を中心とした音声認識システムのライセンス及び音声

認識システムの利用に係る開発、コンサルティング、サービスの提供を行っており、当該事業以外に事業の種類が

ないため該当事項はありません。

【所在地別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　本邦の売上高は、全セグメント売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載

を省略しております。

【海外売上高】

　前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

【セグメント情報】

当社グループは音声事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

（追加情報）　
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　当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号　平成20年３月21日）を適用しております。　

　

（金融商品関係）

　当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

　

（有価証券関係）

　当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

　

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社アドバンスト・メディア(E05496)

四半期報告書

20/25



（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 12,536.62円 １株当たり純資産額 13,314.09円

２．１株当たり四半期純損失金額

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 650.29円 １株当たり四半期純損失金額 779.99円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 　 　

四半期純損失（千円） 93,760 119,028

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 93,760 119,028

期中平均株式数（株） 144,183 152,602

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

重要な減少

　新株予約権（平成14年６月27

日定時株主総会決議）950個 

950株

　なお、当該新株予約権は行使期

間が平成21年６月30日に満了し

ております。　

　新株予約権（第三者割当て平

成19年10月２日取締役会決議）

70個 1,750株

　なお、概要は「第４提出会社の

状況、１株式等の状況　（２）新

株予約権等の状況」に記載のと

おりであります。

──────

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

　　該当事項はありません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月13日

株式会社アドバンスト・メディア

取締役会　御中

海南監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 古川　雅一　　印

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 秋葉　陽　　　印

　 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アドバン

スト・メディアの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４

月1日から平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月1日から平成21年６月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書

について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的

手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アドバンスト・メディア及び連結子会社の平成21年6月30日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、新株予約権の権利行使が行われている。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　１.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２.四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月12日

株式会社アドバンスト・メディア

取締役会　御中

海南監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 古川　雅一　　印

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 秋葉　陽　　　印

　 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アドバン

スト・メディアの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４

月1日から平成22年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月1日から平成22年６月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書

について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的

手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アドバンスト・メディア及び連結子会社の平成22年６月30日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　１.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２.四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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